
・法人の場合：法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）記載の住所
・個人事業主の場合：住民票記載の住所

（店舗等の住所ではありませんのでご注意ください。）
・申請日時点で代表者が交代していないかご確認ください。

（交代している場合は、補足資料が必要です。）

交付申請金額は、所要額計算書（様式第２号）
で計算した金額（千円未満切り捨て・上限２千
万円）となります。

日本標準産業分類における業種名
（要領１枚目記載）から該当するもの
を記入してください。（複数の業種を
営む申請者は、主となる業種名を記入）

振込先におけるフリガナは、通帳の見開
きページに印字されているフリガナを転
記ください。（通帳のおもて面の企業名
等と、通帳の見開きページ内に印字され
ている口座名義等が異なる場合がござい
ます。）

申請者と振込先が異なる場合、受領委任状が必
要となります。提出が必要な場合は、様式例を
お渡ししますのでお問い合わせください。

当該欄の記載により、右上（申請者）に
おける押印が不要となります。発行責任
者、発行担当者はいずれも氏名をご記載
ください。（氏のみ不可。）

記入要領（交付申請書）
（様式第１号）



必ずチェックを行い、書類の提出漏れが
ないようにしてください。

審査において確認事項が生じた場合は、
担当者欄に記載の電話番号、メールアド
レス宛に問い合わせいたします。

また、「交付決定通知書及び交付額確定
通知書（様式第４号）」は、担当者欄に
記載の住所へ送付いたします。

記入要領
（チェックリスト）



本様式で、交付申請額を算出してください。
今回は、対象期間が２期間あるため、それ
ぞれの補助金額算定の合計（A+B）（千円
未満切り捨て）と上限額を比較し、少ない
方の額を交付申請額とします。

黄色又は緑色で色付けしてい
る欄をご入力いただければ、
算出されます。

別紙により、所要額を見込んだ手法をお示しください。

商業施設などにおいて、対象外の施設を含む場合は、別紙により、対象・対象外の内訳等を記載してください。

商業施設などにおいては、入居者が利用した特別高圧電力使用量や負担した金額に基づき、別紙により、
配分方法や配分予定額をご記載ください。

黄色又は緑色で色付けしてい
る欄をご入力いただければ、
算出されます。

記入要領（所要額計算書）
（様式第２号）



別紙により、所要額を見込んだ手法をお示しください。

商業施設などにおいて、対象外の施設を含む場合は、別紙により、対象・対象外の内訳等を記載してください。

商業施設などにおいては、入居者が利用した特別高圧電力使用量や負担した金額に基づき、別紙により、配分方
法や配分予定額をご記載ください。

記入要領（所要額計算書）
（様式第２号）別紙



入居者が補助金の対象でない場合
は、チェックを入れてください。

入居者への配分方法などについてご記載ください。

様式第２号「交付申請額」と一致します。

別紙の例であるため、任意様式をご利用いただくこと可能です。
なお、本様式を使用される場合は、黄色又は緑色で色付けして
いる欄をご入力いただければ、算出されます。

記入要領（所要額計算書）
（様式第２号）別紙例



申請者は、補助金交付申請書（様式第1号）
の申請者をご記入ください。

当該欄の記載により、右上（申請者）に
おける押印が不要となります。発行責任
者、発行担当者はいずれも氏名をご記載
ください。（氏のみ不可。）

記入要領（誓約書）
（様式第３号）

誓約内容をよく読み、誓約の場合は□に
チェックを入れてください。



記入要領（補助金交付請求書）
（様式第６号）

申請者は、補助金交付申請書（様式第1号）
の申請者をご記入ください。

当該欄の記載により、右上（申請者）に
おける押印が不要となります。発行責任
者、発行担当者はいずれも氏名をご記載
ください。（氏のみ不可。）

「交付決定通知書及び交付額確定通知書
（様式第４号）」を受理後、速やかにご
提出ください。


